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佐渡太鼓体験交流館 指定管理業務特記仕様書 

（目的） 

第 1 条 この佐渡太鼓体験交流館指定管理業務特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）

は、佐渡太鼓体験交流館（以下「施設」という。）の指定管理者が行う業務及び履行方法

等について、佐渡市佐渡太鼓体験交流館の設置及び管理に関する条例（以下「条例」と

いう。）、佐渡市佐渡太鼓体験交流館の設置及び管理に関する条例施行規則（以下「規則」

という。）及び佐渡市指定管理業務標準仕様書（以下「標準仕様書」という。）のほか、

必要な事項について定める。 

（優先順位） 

第２条 施設に係る基本協定書及び年度協定書に記載された事項は、この特記仕様書に優

先するものとする。 

（指定管理者の指定の意義） 

第３条 佐渡市が施設の管理に関して指定管理者の指定を行うことの意義は、施設を活用

し、指定管理者が有する技術及び能力等をもって、佐渡に伝わる「太鼓」を伝承し、観

光産業の振興を図るとともに、地域の「ものつくり文化」を継承するための生産及び生

活技術の調査研究を進め、当該文化の習得と伝承者の育成並びに地域文化の保存活用に

貢献することにある。 

（指定期間） 

第４条 指定期間は、平成 27 年４月１日から平成 29 年３月３１日までとする。 

（利用料金収入及び指定管理料） 

第５条 指定管理者は施設の利用料金を収入として収受し、事業の充実に資する目的に使 

用できるものとする。 

 指定管理料については、無料とする。 

（法令等の遵守） 

第６条 指定管理者は次に定める法令等を遵守しなければならない。 

(1) 地方自治法 

(2) 自然公園法 

(3) 新潟県立自然公園条例及び同施行規則 

(4) 佐渡市佐渡太鼓体験交流館の設置及び管理に関する条例及び同施行規則 

(5) 佐渡市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例及び同施行規則 

(6) 佐渡市個人情報保護条例及び同施行規則 

(7) 佐渡市情報公開条例及び同施行規則 

(8) その他管理運営に適用される法令 

（管理物件） 

第７条 管理業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と管理物品  

 に区分し、管理施設の内容は別表１のとおりとする。 

（業務の範囲） 

第８条 条例第 12 条に規定する業務は、標準仕様書で定める業務のほか、別表２のとおり
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とする。 

（リスク分担） 

第 9 条 業務に関するリスク分担については、別に定めるもののほか、別表 3 のとおりと

する。 

２ 前項に定める事項で疑義がある場合又は前項に定める以外の不測のリスクが生じた場 

合は、佐渡市と指定管理者で協議の上、リスク分担を決定する。 

（備品等の貸与等） 

第 10 条 佐渡市は、第８条で定める業務を行なうために必要な管理物品のうち別表 4 に定

める備品等Ⅰ種を、無償で指定管理者に貸与する。 

２ 指定管理者は、指定期間中、備品等Ⅰ種を常に良好な状態に保つものとする。 

３ 備品等Ⅰ種が業務実施の用に供することができなくなった場合、佐渡市は、指定管理

者との協議により、必要に応じて自己の費用で購入又は調達するものとする。ただし、

１件につき３万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものについては、指定管理者

が自己の費用と責任において調達するものとする。 

４ 指定管理者は、故意又は過失により備品等Ⅰ種を毀損又は滅失したときは、佐渡市と

の協議により、必要に応じて修理、補修又は佐渡市に対し自己の費用で当該物と同等の

機能及び価値を有するものを購入又は調達しなければならない。 

（備品等の購入等） 

第 11 条 指定管理者は、管理物品のうち別表 5 に定める備品等Ⅱ種を、自己の費用により

購入又は調達し、本業務実施のために供するものとする。 

２ 備品等Ⅱ種が業務実施の用に供することができなくなった場合、指定管理者は、自己

の費用で当該備品等を購入又は調達するものとする。 

３ 管理運営において、備品等Ⅰ種及びⅡ種に記載の無い管理物品が必要となった場合、

佐渡市は、指定管理者との協議により、必要に応じて自己の費用で購入又は調達するも

のとする。ただし、１件につき３万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものにつ

いては、指定管理者が自己の費用と責任において調達するものとする。 

（管理物件の修繕等） 

第 12 条 管理施設の改造、増築、移設については、佐渡市が自己の費用と責任において実

施するものとする。 

２ 管理物件の修繕については、１件につき２０万円（消費税及び地方消費税を含む。）以

上のものについては佐渡市が自己の費用と責任において実施するものとし、１件につき

２０万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものについては指定管理者が自己の費

用と責任において実施するものとする。ただし、市が加入する別表２の財団法人全国自

治協会建物災害共済保険の適用となる場合、指定管理者は市が全額を負担した後で別に

定められた負担区分に基づく額を市に納付するものとする。 

（業務等の引継ぎ） 

第 13 条 指定管理者は次の各号に定める業務等を現在の管理者から引継ぐものとする。 

(1) 平成２７年４月１日以前に佐渡市が許可した施設の利用及び実施が決定している事

業 

(2) 前号に掲げるもののほか、別表 6 に定める契約 
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（その他） 

第 14 条 本仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務内容及び処理について疑義が

生じた場合は、市と誠意を持って協議し決定する。 
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別表１ 管理施設（第７条関係） 

 

施 設 の 名 称 佐渡太鼓体験交流館 

施 設 の 所 在 地 佐渡市小木金田新田１５０番地３ 

施 設

概 要 

建 築 構 造 木造 ２階 

敷 地 面 積 ３，５２２．４９㎡ 

建 築 面 積 ５３４．９５㎡ 

建 築 延 面 積 ６７１．０９㎡ 

開 館 日 平成１８年１２月 1 日 

施 設 構 成 

太鼓体験ホール ２３４㎡（１００人収容） 

伝統料理体験室  ４７㎡（２０人収容） 

管理事務室    ２８㎡ 

展示室      ３３㎡ 

図書室      １６㎡（２０人収容） 

会議室      １６㎡（２０人収容）  

参考資料１「施設図面」参照 

設 備 
排水再利用処理設備 １．０式 

その他詳細な設備の状況については閲覧対応とします。 

利 用 者 実 績 ８，３９１人（体験 6,614 人、見学 1,777 人） 

使 用 料 実 績 72 千円（平成 25 年度概算） 

契 約 状 況 該当なし 

収 支 実 績 収入 14,701 千円、支出 18,011 千円（平成 25 年度概算） 

改築・修繕履歴 トイレ給水管・排煙窓（修繕年月：平成 26 年 3 月） 

付 帯 施 設 等 
駐車場 ６３２㎡ 

屋外照明灯 ２基 

そ の 他 該当施設なし 
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参考資料１ 施設図面（外構平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管管理理範範囲囲  
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参考資料１ 施設図面（１階平面図） 

伝伝統統料料理理体体験験室室  

太太鼓鼓体体験験ホホーールル  

管管理理事事務務室室  
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参考資料１ 施設図面（２階平面図）

展展示示室室  

会会議議室室  

図図書書室室  
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参考資料１ 施設図面（立面図）



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

（施設運営業務） 

１ 目的外使用の許可 

(1) 佐渡市行政財産目的外使用条例（平成 16 年条例第 67 号。）及び佐

渡市行政財政目的外使用条例施行規則（平成 16年条例第 61号。）

の規定に基づく業務を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施設運営業務） 

１ 利用許可及び利用の制限 

(1)  公の施設として常に平等な対応を確保すること。 

(2)  施設利用の予約及び利用状況を記録すること。 

(3)  次の各号のいずれかに該当するときは、利用を許可しないことが 

できる。 

ア 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認

められるとき。 

イ  施設又は設備を損傷するおそれがあると認められるとき。  

ウ 前２号に掲げるもののほか、管理上支障があると認められる

とき。 

(4) 利用の許可等の申請があった場合において、当該申請に対し不利

益な処分をしようとするときは、当該利用の許可等の申請をした

ものに対し、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）及び

行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）に基づく教示を行

うこと。 

（処分に不服があるときは、処分の通知書を受け取った日の翌日

から起算して６０日以内に、市長等に対して審査請求をすること

ができる。また、処分の取消しの訴えは、この処分の通知書を受

け取った日の翌日から起算して６カ月以内に、市等を被告として

提起することができる。ただし、処分の通知書を受け取った日の



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

翌日から起算して６０日以内に審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決書の送達を受けた日

の翌日から起算して６か月以内に提起することになる） 

２ 利用許可の変更及び利用の中止 

(1) 次の各号のいずれかに該当するときは、許可した事項を変更し、

又は許可を取り消し、若しくは利用の中止を命ずることができる。 

ア 施設の利用者が許可を受けた利用の目的に違反したとき。 

イ 利用者が条例又は条例に基づく規則若しくは指定管理者の指

示した事項に違反したとき。 

ウ 利用者が許可の申請書に偽りの記載をし、又は不正の手段に

よって許可を受けたとき。 

エ 天災地変その他の避けることができない理由により必要があ

ると認められるとき。 

オ 公益上必要があると認められるとき。 

カ 前各号に掲げるもののほか、施設の管理上特に必要と認めら

れるとき。 

３ 営業期間及び利用時間の遵守 

４ 利用料金の徴収 

５ 利用料金の改定 

６ 利用料金の減免 

(1)  条例第 13条の規定中「あらかじめ市長が定める基準」は、次のと   



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  おりとする。 

ア 市又は市の機関が主催し、又は共催する事業において利用す

るとき。 

イ 前号に掲げるもののほか、指定管理者が必要と認め、市長の

承認を得たとき。 

７ ソフト事業等 

(1) ソフト事業 

ア 太鼓体験教室（鼓童指導による和太鼓体験） 

イ 伝統料理教室（地元産食材による料理体験） 

ウ 伝統芸能教室（佐渡の伝統芸能の指導） 

エ もの造り教室（地元産材料による竹細工、わら細工等） 

(2) ソフト事業に係る事前協議、料金の決定及び徴収 

(3) 自主事業 

    ア 太鼓資料の展示 

イ 地域との交流事業 

    ウ 定期コンサート 

        エ その他、指定管理者が提案する事業 

８ 広報及び営業等 

(1) ホームページの作成及び更新を行ない、市内外に向けて積極的な情

報発信を行うこと。 

(2)  対面、電話、ＦＡＸ等による各種問い合わせ及び施設見学等につ   



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いて対応すること。 

(3) リーフレットをはじめ他の媒体を活用して、積極的な広報を行うこ

と。 

(4) 対面、電話、ＦＡＸ等による集客を行うこと。 

９ 利用に係る指導、助言 

(1)  施設の利用に必要なマニュアルを作成するとともに、利用者が行  

なう諸手続に必要な助言を行なうこと。 

(2)  施設、設備及び備品等が適切に使用できるよう必要な指導、助言  

などの支援を行なうこと。 

(3)  施設の利用等について、主催者及び利用者から意見、要望等があ

った場合は、適切な対応をし、内容を市に報告すること。 

10 利用者の安全確保 

(1) 施設内及び施設周辺を適宜巡回し、火気及び不審物等の確認を行 

なうこと。 

(2)  災害や緊急時等における利用者の避難、誘導、安全確保、必要な 

通報等についての計画を作成すること。 

(3)  急病、けが等に対応できるよう、関係機関と連携を図ること。 

(4)  災害等において、市が避難場所として利用する必要があると認め  

るときは、その指示に従うこと。 

(5)  調理室の管理については、食中毒の防止対策に万全を期すととも  

に、食品衛生法の規定に従い、安全衛生管理を徹底すること。 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

（経営管理業務） 

１ モニタリング 

(1) 必要に応じて現場確認を行うこと。 

(2) 定められた報告を求めること。 

２ 連絡調整 

  (1) 運営協議会等を開催し、指定管理者と情報交換を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 職員の安全確保 

(1) 業務における安全管理指導を定期的に行なうこと。 

（維持管理業務） 

１ 日常清掃及び消耗品等の補充 

(1) 施設及び駐車場において日常清掃を行い、良好な環境衛生及び美

観を保つこと。 

(2) 施設周辺の定期清掃を行うこと。 

(3) 冬季における駐車場の除雪を行うこと。 

(4) 消耗品等の補充を行うとともにに、補充に当たってはグリーン調

達の推進や資源リサイクルに配慮すること。 

２ 設備・備品等の保守管理 

(1) 保守点検を随時行い、常に良好な環境を維持するとともに、細心の

注意をもって設備及び備品等を管理すること。 

(2) 適切に運転が行なわれるよう日常及び法定点検を適切に行うこと。 

ア 消防設備総合点検 

イ 自家用電気工作物保安点検（50KW 以下自主点検） 

ウ 簡易リフト保守点検（自主点検） 

エ パッケージエアコン保守点検（自主点検） 

オ 建築物定期調査 など 

(3) 定められた負担区分に基づき、必要な修繕を行うこと。 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  修繕記録を整理し、市に報告すること。 

３ 保安警備業務 

(1) 利用者が集中する際は、警備及び誘導を行うこと。 

(2) 夜間及び休館についても保安警備を行うこと。 

（経営管理業務） 

１ モニタリング 

(1) 市民及び利用者ニーズの把握に係る有効な調査を行うこと。 

２ 文書管理 

(1)  管理運営について業務日誌を作成し、市が求めた場合はこれを提   

示すること。 

(2)  業務に係る文書を適正に管理すること。 

(3)  指定期間の満了等に伴ない管理業務を終了するときは、管理に係   

る文書を市又は市が指定する団体等に引継ぐこと。 

３ 事業計画・報告 

(1)  定められた時期に、事業計画書と事業報告書を作成し提出するこ   

と。 

４ 連絡調整 

  (1)  市が実施する運営協議会等に出席し、業務の状況報告や情報交換

を行うこと。 

 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 職員の管理  

(1) 業務を効果的かつ効率的に行なうために必要な人員配置及び勤務

形態をとること。 

(2) 施設の管理責任者を置き、市に報告すること。 

(3) 職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに施設の管

理運営に必要な知識及び技術の習得に努めること。 

４ 会計等 

(1)  指定管理者が負担することとなる経費は、その契約に応じて遅滞  

なく支払うこと。 

(2)  収入及び支出の状況について、帳簿を作成すること。 

(3)  管理業務に係る経費の出納は、団体自身の口座とは別の口座で管  

理すること。 

５ 経費の節減 

(1)  電気、水道、ガス等の使用状況を把握するとともに、環境に配慮 

した運転により、光熱水費の削減に努めること。 

６ 契約の変更 

(1)  電気、水道、電話等の使用名義を市から指定管理者に変更するこ  

と。 

 

 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

（その他業務） 

２ 損害賠償の対応 

次の保険に加入し、保険料を負担すること。 

(1) 財団法人全国自治協会建物災害共済 

保険内容 金額区分 負担者・負担割合 

火災・落雷・破裂等・物体落下

等・車両衝突・破壊行為・雪害・

土砂災害（免責１万円未満、て

ん補６０％） 

 

 

１万円未満 指定管理者１００％ 

１万円以上 

２０万円未満 

指定管理者４０％ 

保険６０％ 

２０万円以上 
市４０％ 

保険６０％ 

風水害（免責１万円未満、てん

補３０％） 

１万円未満 指定管理者１００％ 

１万円以上 

２０万円未満 

指定管理者７０％ 

保険３０％ 

２０万円以上 
市７０％ 

保険３０％ 

地震・噴火やこれらに起因する

火災、損壊等（免責３万円未満、

てん補９％） 

 

 

３万円未満 指定管理者１００％ 

３万円以上 

２０万円未満 

指定管理者９１％ 

保険９％ 

２０万円以上 
市９１％ 

保険９％  

 

（その他業務） 

１ 損害賠償の対応 

(1)  市が加入している保険と同等の補償が受けられる施設賠償保険及 

び第三者賠償保険に加入し、その保険料を負担すること。 

２ 各種届出 

(1) 業務に必要な、消防署、保健所等への届など、各種手続きを行う

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

(2) 全国町村会総合賠償補償保険 

保険内容 身心 財物 

賠償責任保険 

(施設の瑕疵

に起因する事

故 の 補 償 ) 

2 億円／人 

20 億円／事故 
2 千万円／事故 

 

保険内容 死亡 後遺障害 入院 通院 

補 償 保 険 

（市が行う業

務に起因する

事故の補償） 

500 万円 
20～ 500 万

円 
1～15 万円 

1～6万円 

（6日目以

降） 
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別表３ リスク分担（第９条関係） 

 

種類 リスク内容 
負担者 

市 指定管理者 

管 理 運 営 費 

急激な物価変動による管理運営費の

変更（管理運営に影響を及ぼす場合

に限る） 

○  

関係法令の変更に起因する費用（管

理運営に影響を及ぼす場合に限る） 
○  

自然災害の対応費用（リスク回避が

不可能な場合） 
○  

政策方針の転換による仕様等の変更

に起因する費用（管理運営に影響を

及ぼす場合に限る） 

○  

指定の取消し及び業務の停止により

発生する費用 
 ○ 

物 品 等 の 損 傷 等 

建物・設備の損傷による軽微な修繕 

（１件２０万円未満） 
 ○ 

建物・設備の損傷による修繕 

（１件２０万円以上） 
○  

備品、消耗品の盗難及び紛失  ○ 

損 害 賠 償 

建物・設備の瑕疵に起因するもの 

注）指定管理者による適正な保守点検

の履行を前提とする。 

○  

施設運営の過失に伴うもの  ○ 

そ の 他 

指定管理者の指定議案が議会で否決

された場合、申請手続き等に要した

費用 

 ○ 

その他 協議事項 

※ 本表に定める事項で疑義がある場合は、佐渡市と指定管理者が協議のうえ決定する。
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別表４ 備品等Ⅰ種（第 10 条関係） 

種類 規格・構造 数量 備考 

太鼓類    

桶締太鼓 １尺６寸（胴黒塗） ２０個  

桶胴台 １尺６寸用 黒塗仕上 ２０台  

机、イス類    

事務用机 H720＊W1200＊D650 木製 ５台 EFS-D-21 

事務用イス H746＊W554＊D502 木製 １２脚 EFS-C-21 

３人掛けベンチ H392＊W1500＊D380 木製 １０台  

２人掛けベンチ H392＊W1000＊D380 木製 ３０台  

１人掛けベンチ H392＊W500＊D380 木製 ５３台  

会議用テーブル H700＊W1600＊D900 木製 ５台  

イス仕様長机 H680＊W1800＊D500 木製 １４台  

座卓仕様長机 H350＊W1800＊D500 木製 １０台  

音響装置    

２チャンネルパワーア

ンプ 
PS-A2002 １台  

ワイヤレスチューナー WT-892-B/H １台  

パワーコントローラー PS-P32-B １台  

ダブルカセットデッキ TD-W603MK3 １台  

MD-CD コンビネーシ

ョンデッキ 
XU-D400MKⅡ １台  

デジタルミキサー PS-DM500 １台  

マイクロホン PS-C53 １本  

ワイヤレスマイクロホ

ン 
WM-P760 ２本  

スピーカー PS-S555 ２台  
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別表４ 備品等Ⅰ種（第 10 条関係） 

種類 規格・構造 数量 備考 

スピーカースタンド PS-U500 2 台  

マイクロホンスタンド TL-P52 １台  

マイクロホンスタンド TL-P32 2 台  

電話主装置 VB-F050 1 台  

多機能電話機 VB-F411N-W 6 台  

多機能電話機（停電補

償） 
VB-F611KP-W 1 台  
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別表５ 備品等Ⅱ種（第 11 条関係） 

種類 規格・構造 数量 備考 

該当なし    
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別表６ 契約内容（第 13 条関係） 

                                                             単位：円 

№ 契約内容 契約先 場所 契約期間 契約額 備考 

１ 該当なし     
 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 


